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　2010 年 1 月 12 日早朝、九州西方沖で漁船第 2山田
丸が長崎から西に向かって航行中に、高波により沈没
しました。第 2山田丸は、113 トン、全長 33.6 ｍの漁
船であり（写真）、死者・行方不明者合計 10 名の海難
事故となりました。事故直後の新聞報道は以下のとお
りでした。
• 第 2 山田丸は韓国・済州島の東側海域に向けて
第 1山田丸の後方を航行していた。午前 4時ご
ろ、第 1山田丸の船長に無線で「せきこまれた
（甲板に波がのった）」と連絡をした直後、レー
ダーから船影が消えたという。（朝日新聞） 
• 「せき込まれた（波をかぶった）」という無線連絡
を最後に、レーダーから船影は消えた。（中略） 
12 日午前 4 時 20 分ごろ。「第 2 山田丸の前方
約 400 メートルで航行していたら、レーダーか
ら船影が消えた。船の電灯も見えなくなった」
と、連絡が入ったという。（毎日新聞）

　陸上の自然災害と異なり、このような海難事故では
事故状況を把握するためのデータが無く、被災原因の
特定が困難となります。沿岸災害分野では、気象のナ
ウキャストをもとに日本周辺の波浪予測・推算を行う
システムを構築しています。この研究成果をもとに、
事故直後に現場近くの海象条件の解析を行いましたの
でここに報告します。

事故現場の解析結果
　1月 12日午前 4時～ 5時前後の事故現場（推定位置）
の気象・海象条件について、高解像度の気象・波浪の
再解析を行いました。図 1に示すのは事故発生 2時間
前と発生時の波高分布の推定結果、図 2は事故発生海
域における風向・波向、風速、波高および周期の時間
変化です。推定された結果をまとめると、現場は以下

の状況であったと推定されます。
　　• 風速
　　　 平均 13m/s、風向きは北西－西北西。前日朝か

ら 24 時間ほどかけて、風速が約 7m/s → 13m/s
（1/12 5:00）へゆっくりと増加 

　　• 波浪 
　　　 有義波高：1.9 ～ 2m、有義波周期 5.0s（波長約

38m）の風波、波向きは北西。前日朝から 24 時
間ほどかけて、有義波高が約 0.7m/s → 2m/s
（1/12 5:00）へゆっくりと増加 

　このように、事故現場の海域では急激な気象・海象

特集1

 第 2山田丸海難事故海象解析 

第 2山田丸と同型の船体
（長崎さらくヨットスクール　神田純氏撮影）

事故発生海域

図 1　事故発生前（上）と発生時（下）の波高推定計算結果

事故発生海域
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の変化は見られず、1日以上かけてゆっくりと時化（し
け）に向かって天候が悪化していったことがわかりま
した。また、現場の波高はそれほど大きくないが、周
期が約 5秒と短く波形勾配が大きい（切り立った波）状
況であったこともわかりました。波形勾配は海面の平
均的な角度であり、同じ高さの波でも波形勾配が大き
いほど船の傾きは大きくなります。さらに航行情報か
ら判断すると、西に向かって航行中に 45 度前方（北西）
からの波により遭難した可能性が高く、第 2山田丸か
ら約 400m離れた僚船（無事）は、10 波長ほど前方に位
置していたことになります。この僚船とのわずか 10
波長の距離で一方の船だけに高波が襲ったということ
は、空間的にも時間的にも非定常な高波であったとい
うことが推察されます。このような突然発生する高波
は、異常波浪やフリークウェーブ（Freak wave）と呼
ばれます。分析の結果今回の海難事故は、このような
突然発生する高波で生じたのではないかということが
分かりました。

高波の発生原因
　それでは高波による災害はどうして起こるのでしょ
うか。海の波は様々な波高や周期を持つランダムな現
象です。天気予報で伝えられる波の高さは、有義波高
と呼ばれる経験的に用いられている波の高さの指標
で、平均値の約 1.4 倍です。海の波はランダムなので
実際起こる最大の波の高さ（最大波）は、平均的には有
義波高の 1.6 倍以上であり、これよりもっと大きな波
が起きることもあります。有義波高の 2.0 倍を超える
最大波は、異常波浪やフリークウェーブと呼ばれます。
フリークウェーブの波高は平均値からすると 2.8 倍以
上であるため、突然大きな波が来襲することになり非
常に危険な状態となります。
　日本沿岸ではここ 3年間に 100 トン以上の大型漁船

の沈没が 3回起こり、合計 39 名の死者・行方不明者
がでており、海難審判庁によるとこのような海難事故
は高波を原因とする場合が多いことが指摘されていま
す。このような洋上で発生する海難事故は年間約4,000
件、死者・行方不明者は年間約 200 名にも上ります。
漁船の事故はこの内の 5割を占め、海難審判庁で裁決
された漁船の死亡海難のうち、転覆は 2割強と数多く
死亡・行方不明の方が出ています。転覆の原因の多く
は、「気象・海象状況への不十分な対応」もしくは「漁
ろう等作業の不適切」に大別され、高波の発生が予測
できる海域を避けることができればこれらの事故を未
然に防ぐことができます。
　沿岸災害研究分野では高波災害の原因究明や予防の
ために、天気予報で使われるエネルギー平均波高（有
義波高）ではなく最大波を予測するための研究を行っ
ています。これはランダムな現象の中の最大値を推定
する試みであり、平均値を予測することに比べて難し
い研究課題です。これまでの成果をもとに、昨年度か
ら非線形力学と非線形統計的な手法を組み合わせたハ
イブリッド型の予測モデルを用いて最大波を予測する
ことを、ヨーロッパ中期気象予報センターと協力して
試験的に行なっています。現在検証中ですがこのよう
なシステムが実用化されると、危険な高波が発生する
海域を予測することが可能となり、このような取り組
みが今後の沿岸災害の減災につながることを期待して
います。

（気象・水象災害研究部門　森　信人）

＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿＿
［参考］
海難審判庁：海難レポート
沿岸災害研究分野事故調査結果
http://www.dpri.kyoto-u.ac.jp/̃kaigan/

図 2　事故発生域における風向・波向（1段目）、風速（2段目）、波高（3段目）および周期（4段目）の時間変化
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　2010 年 1 月 12 日 16 時 52 分ころ（現地時間）カリブ
海に浮かぶヒスパニョーラ島の西側の国、ハイチ共和
国の首都ポルトー ･プランスをM7の地震が襲いまし
た。プレート境界に位置していながら、地震に対する
備えが十分でなかったのか、死者 22 万人を超す大災
害となりました。なぜこれ程の大災害となったので
しょうか？地盤、建築、歴史、社会等いろんな要素が
複雑に絡み合っていることは間違いありません。現在
世界の地震・防災の研究者が調査研究に当たっており、
その成果が待たれるところです。
　我々は平成 20 年度より「陸域観測衛星の防災利用実
証実験」の地震WGに参加し、「だいち」搭載の合成開
口レーダー PALSAR のデータを解析し、その結果を
地震調査委員会などに報告しています。今回初めての
試みとして、広域観測モードの観測を依頼したところ、
宇宙航空研究開発機構の了解が得られ、2月 11 日に
観測が実施されました。通常の観測は人工衛星がマイ
クロ波を一定の射出角で照射し、その後方散乱波を受
信・解析して画像を得ます。そのため得られる画像の
幅は70kmに留まります。これに対して、広域観測モー
ドは射出角を５つの異なる角度に順番に変えながらマ
イクロ波を照射して画像を得る方法で、解像度は劣る
ものの幅 350km の広域の情報を一度の観測で得られ
るという利点があります。我々は昨年秋にUCSD の
Sandwell 教授より提供されたツールを用いて解析し、
干渉画像を得ました（下図）。
　震央を中心として東西 50kmほどの地域に、混んだ
縞模様が見られます。この地域で大きな地殻変動があっ

たことは間違いありません。縞模様のパターンから、
この地域の地表が衛星に向かって最大 50cm程度近づ
いたことがわかります。逆方向からの画像と総合する
と、この地域は隆起していることが判明しました。ま
た、ポルトー・プランスの北側に幅 30kmほどの変動
域が認められます。なお、西経 73°付近のあたりで干渉
画像がかなり乱れています。この地域は山岳部であり、
地すべりや山体崩壊が生じている可能性があります。
　さて、この干渉画像から断層運動を推定すると、い
くつか謎に突き当たります。まず、CMT解は左横ず
れ断層運動が支配的であることを示していますが、上
述の隆起を作り出すのは容易なことではありません。
実際 SAR画像から推定された断層モデルでは傾斜角
が 50°前後に求まり、CMT解の 70°と食い違います。
また、すべりの中心は半島の北側の海底下に求まり、
認定されている活断層の位置からずれます。一方、干
渉画像からは明瞭な不連続が認められず、地表地震断
層が観察されていないことと整合します。M7クラス
の地震では大抵地表地震断層が生じるので、この点も
謎の一つです。現地では GPS 等の観測も実施されて
います。今後、これらのデータとも総合的に解析を進
め、この地震の謎に迫っていくつもりです。
　今回広域観測モードの観測が、大規模地震時に非常
に有効な観測であることが示されました。ただ、新し
い観測手法であるため、解析手法に工夫が必要です。
だれもが使えるように、解析手法の確立を図っていき
たいと考えています。

（地震予知研究センター　橋本　学）

「だいち」PALSARの広域観測モードによるハイチ地震震源域を含む領域の干渉画像。
2009年9月26日と2010年2月11日に撮像された画像から作成。黒矢印は衛星の進行方向、黄色矢印はマイクロ波の射出方向。震央（星
印）はUSGS、CMT解はGlobal CMTプロジェクトによる。PALSARデータの所有権は経済産業省と宇宙航空研究開発機構にある。

特集2

合成開口レーダーPALSARの広域観測モードで捉えた2010年 1月12日ハイチ地震による地殻変動 
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イベント

 平成21年度　防災研究所研究発表講演会報告 

　平成 21 年度防災研究所研究発表講演会を、平成 22
年 2 月 23 日と 24 日の両日、新しく誕生した「宇治お
うばくプラザ」を中心に宇治キャンパス内で開催しま
した。2日間で約 400 名の参加がありました。恒例に
より初日は、平成 21 年度末をもって定年退職される
関口秀雄教授と川崎一朗教授による特別講演からス
タートしました。ご講演のタイトルは、それぞれ「漂
砂流砂系における地形変化災害－とくに海岸浸食研究
の展望」、「地震波動論の歴史と地震防災」でした。会
場の「きはだホール」には多くの参加者が集まり、講演
後には活発な討議がなされました。
　引き続いて、4件の災害調査報告が行われました。
藤田正治教授から「2009 年台湾における台風Morakot
による水・土砂災害」、福岡浩准教授から「平成 21 年
7 月中国・九州北部豪雨による防府市土砂災害」、鈴
木進吾助教から「2009 年サモア諸島地震津波災害の被
害と対応」、MORI, James Jiro 教授から「2009 年イタ
リア・ラクイラ地震（M6.3）－中規模地震の被害と対応
について－」の報告がありました。
　この後、講演会初日後半から 2日目にかけて、5会場
に分かれての並行セッション（口頭発表 143 件）と、ポス
ター発表セッション（52 件）が行われました。今年は初
めての試みとして、若手研究者の研究を奨励し、かつ、
研究発表講演会のいっそうの活性化を図ることを目的と

して、「防災研究所研究発表講演会奨励賞」（「奨励賞」）を
設けました。厳正な選考の結果、受賞対象者 77 名のう
ち以下の 7名の方が「奨励賞」を受賞されました。染井一
寛さん（地震・火山）、隅田康彦さん（大気・水）、上田恭
平さん（地盤）、遠藤格さん（総合防災）、大塩清太郎さん
（GCOE）、児平哲彦さんと山下佳穂里さん（ポスター）。
　講演会 2日目、プログラムの締めくくりとしてゲス
ト講演が行われました。本年は、近年、防災研究と地
球環境問題との接点が重要視されてきたことも踏ま
え、主として経済学の領域からこの問題をリードされ
てきた佐和隆光先生（京都大学名誉教授・立命館大学
教授）に、「グリーン資本主義－グローバル「危機」克服
の条件－」というタイトルでご講演いただく予定でし
た。あいにく、緊急の事情により佐和教授にお越しい
ただけなくなりましたが、佐和教授と長年共同研究を
進めてこられた藤井秀昭先生（京都産業大学准教授）
に、同じテーマでご講演いただきました。
　すべてのプログラムの終了後には、名誉教授の先生
方もお招きして懇親会が開催され、約 150 名が参加し
ました。退職者や新入教職員の紹介や挨拶、そして「奨
励賞」の表彰などを含め、参加者は和やかに交流を深
めました。なお、この研究発表講演会は、財団法人防
災研究協会の後援をいただき開催されました。

（巨大災害研究センター　矢守　克也）
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 特別講演を終えて 

特別講演を終えられた関口先生と川崎先生に、長年取り組んでこられた研究に関することや、
防災研究所に今後期待することなどについてご執筆いただきました。

「砂浜海岸の収支バランス」　京都大学名誉教授　関口 秀雄 （流域災害研究センター）

　全国注視の中、50 年振りにチリ地震津波が日本の
海岸に押し寄せました。2 月 28 日のことです。津波
警報を無視して波乗りに興じるサーファーが千人余と
の報道に、海と人の関わりの変容を感じとった方も多
かったのではないでしょうか？
　九十九里浜等の太平洋側の砂浜海岸では真冬でも
サーフィンを楽しむ多くの若者の姿を目にします。思
わぬ高波に、護岸脚部の消波ブロックや突堤に打ち上
げられはしないかと、心配になるぐらいです。最近で
は全国的に自然の砂浜海岸は大変少なくなりました。
しかし幼少時の夏の記憶では、“砂浜はひたすら広く
松林のはるか向うに白波が寄せていた…”。
　砂浜や干潟の減少が全国的に目立ちはじめたのは、
概ね高度経済成長期以降とみてよいでしょう。海岸侵
食の研究史をたどるために、第 1回海岸工学研究発表
会論文集（1954 年刊行）をひもときますと、「汀線侵食」
と題する報文（岩垣雄一著）が目をひきます。参考文献
の多くは戦後に発表されています。その中でも、その
凄さを最近痛切に感じますのは、Putnamら（1949）の
研究論文です。論文の主題は、海底の砂粒を動かし砂
浜侵食を引き起こす営力になり得る沿岸流（longshore 
current）の観測です。汀線直角方向の長さ約 300 ｍの
桟橋を駆使して、砕波にともなう沿岸流の観測を戦
時中（1945 年 2 月）に集中的に行っています。同論文
がその後の海岸海洋分野の研究に大きな影響を与え
たことは想像に難くありません。ちなみに、第 1回国
際海岸工学会議は 1950 年に米国 California 州の Long 
Beach で開催されています。
　砂浜海岸の収支バランスを家計にたとえてみましょ
う。月々の収支が合わず赤字が累積し貯蓄をとりくず

している状態が、“砂浜侵食”の状態に当たると申せま
しょう。自然界では外力は変動するのが常です。外力
の揺れ幅が顕著になるのがイベント時です。台風によ
る高潮・高波や冬季暴風浪の来襲です。このような場
合には短期的には漂砂量も大きくなりますが、かつて
は経年スケールの堆積物収支はバランスして砂浜地形
は維持されてきたようです。このような恵まれた調
和（lucky harmony）は自然法則の当然の帰結でしょう
か？
　どうもそうではなさそうです。世界的には、産業革
命以降、社会は目覚しい発展を遂げました。わが国も
その例外ではありません。加えて、江戸時代初期から
新田開発や鉱山等の開発も積極的に行われてきまし
た。その結果、“天井川”の形成に象徴される土砂生産
バブル（森林荒廃）の時期が出現したようです。藩政時
代には、たびたび“川浚え”の大事業が実施されていま
すし、水運の要となる河口港が土砂で埋没し地域経済
に深刻な打撃を与えたこともあります。
　日本の砂浜海岸が様々な外力に対して適応力
（resilience）を備えていたとしますと、それは過去半
世紀から高々数百年オーダの期間における土砂生産バ
ブルの賜物かもしれません。しかし、最近では河川か
ら海域への土砂供給量は激減していますし、森林・緑
地環境保全の進展により陸域からの堆積物供給は将来
的にも減少傾向をたどりそうです。近代・近世におけ
る流域の地形環境の変遷を科学的に検証することは、
個別の地域史の復原にとどまらず、土地利用の変遷や
気候変動がどのように多様な沿岸域の地形環境に影響
を与えるのか予測するうえに、重要な拠りどころをも
たらすように感じています。

フランスEtretat 海岸にて
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「地震波動論の歴史と地震防災」　京都大学名誉教授　川崎 一朗 （地震予知研究センター）

講演内容概要
　今のように複雑系の科学が混迷を極めている時に
は、原点に帰ることが大事だと思います。特別講演で
は、一つの例として「断層近傍の地震動」に焦点を合わ
せ、弾性波動論の原点とも言うべき Stokes（1849）か
ら、Lamb（1904）の歴史上初の弾性波波形数値計算、
20 世紀前半の「地震＝ダブルカップル論争」、「転位＝
ダブルカップル」の証明（Maruyama, 1963）、1966 年
パークフィールド地震の地震断層からたった 80mの
加速度記録の研究などの歴史をレビューし、それに続
いて 1970 年代の自分自身の研究の歴史を紹介させて
いただきました。
　断層近傍の地震動は近地場項によって生じます。
従って、遠方場（卓越波長の数倍以遠）での観測を外挿
して断層近傍（断層の幅が目安）の地震動を推定するこ
とには無理があります。断層モデルによる研究が重要

です。断層近傍の地震動は、アスペリティの分布次第
で変わるので予測は難しいですが、それにも関わらず、
「低角逆断層型の場合は地震断層面の直上で数サイク
ルの 1G 近い水平動」、「高角逆断層近傍では 1G 近い
上下動」が卓越するということは言えそうです。
　1980 年代には、私は、異方性を入れた地球内部構
造の研究に進みましたが、そのために、Stokes（1849）
の枠組から一歩出て、曲線座標系での一般的な表現か
ら再出発して、異方的媒質を伝搬する表面波の定式
化を行いました。この例の様に、本質的に理解の枠
組みを広げるには、自ら「紙と鉛筆」によって forward 
problem を解くことも大事です。なぜなら、「inverse 
problem は、forward problem が解けている範囲
内でしか解けない」からです。「forward problem と 
inverse problem の両方の調和ある発展」が必要で
しょう。

防災研究所に期待すること
　防災研究所で見聞を広めているうちに、改めて、「最
強の防災対策」は「住みやすい、格差も小さい、文化を
大事にする社会」を築くことだと認識しました。
　しかし、現実の日本の社会はそのような方向には進
んでいません。必死で防災研究が推進されているにも
かかわらず、研究の進展速度よりも、社会の災害脆弱
化の速度の方が早いように見えます。この様な社会状
況下にあっては、研究者が、それぞれの専門分野の研
究をしっかり推進しながら、その専門性を立脚点とし
て社会に対して何が言えるのかを考え、提案を発信し
ていくことが大切でしょう。30 年後か 40 年後に確実
にやってくる南海地震から、日本の社会と文化をどの
様に存続させることが出来るのかは、防災研究所から
如何に多くの提案が発信されるかどうかにかかってい
ると言っても過言ではないでしょう。
　防災研究所のさらなる発展を期待しています。懇親会でのスピーチの様子

関口先生、川崎先生、ありがとうございました。
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研究発表講演会奨励賞
受賞おめでとうございます！

平成21年度研究発表講演会奨励賞受賞者の
喜びの声をご紹介します。

発表セッション：GCOE-ARS

大気・水研究グループ 流砂災害研究領域 MC2

大塩  清太郎
【発表題目】 気候変動に伴う流域内の斜面崩壊危険度の

変化

この度は奨励賞をいただき、本当にありがとうございま
す。この賞を糧に4月からは社会人として、さらに成長
していきたいと考えています。

発表セッション：大気・水

大気・水研究グループ 水文気象災害研究分野 MC2

隅田  康彦
【発表題目】 最新型偏波レーダーを用いた氷相降水粒子タ

イプの混在状態推定に関する研究

これまで発表が苦手だったので、まさか自分が選ばれるな
んて思いもしませんでした。これも中北先生のデンスなご
指導の賜物であり、この場を借りてお礼申し上げます。

発表セッション：地震・火山

地震・火山研究グループ 強震動研究分野 MC2

染井  一寛
【発表題目】 コーダ波を用いた震源パラメータの推定とス

ケーリング

この度、奨励賞をいただき、大変光栄に思います。ご指
導の先生方をはじめ、お力添えをいただいた皆様に、心
より感謝申し上げます。

発表セッション：地盤

地盤研究グループ 地盤防災解析研究分野 DC3

上田  恭平
【発表題目】 大変形理論に基づく砂質盛土の動的変形挙動

に関する有効応力解析

この度は奨励賞をいただき誠にありがとうございます。
ご指導の先生方に深く感謝し、今後なお一層研究に邁進
したいと思います。

発表セッション：総合防災

総合防災研究グループ 災害リスクマネジメント研究領域 MC2

遠藤　格
【発表題目】 災害時における雨水利用の経済価値に関する

一考察

この度の受賞を大変光栄に存じます。本研究を遂行する
にあたりまして、貴重なご助言やご指導を数多く賜りま
した。関係者の方々に深く感謝申し上げます。

発表セッション：ポスター

地盤研究グループ 山地災害環境研究分野 MC2

児平  哲彦
【発表題目】 はんれい岩の初期風化に対する岩石組織の

影響

すばらしい賞に選ばれ大変嬉しく思います。指導教員で
ある千木良雅弘教授をはじめ、お世話になった多くの方
に感謝いたします。

発表セッション：ポスター

地震・火山研究グループ 強震動研究分野 MC1

山下  佳穂里
【発表題目】 地震波干渉法による西日本の地殻速度構造（1）

－表面波群速度の推定－

このような賞をいただき、大変光栄に思います。指導教
員の先生をはじめ、様々な方に助言やアドバイスをいた
だきました。ありがとうございました。

授賞式の様子　 左より隅田康彦さん、大塩清太郎さん、染井一寛さん、上田恭平さん、
遠藤 格さん、児平哲彦さん、山下佳穂里さん
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 第二期中期目標・中期計画の始まりにあたって 

ハイライト

　平成 16 年 4 月 1 日から国立大学の大学法人化に伴っ
てスタートした第一期中期目標・中期計画期間が平成 22
年 3 月 31 日で終了したため、同年 4 月 1 日より第二期
中期目標・中期計画期間がスタートしました。第二期も
6ヵ年計画であり、平成 28 年 3 月 31 日までの計画期間
となっています。
　第二期では、第一期と比較して大きな違いがあります。
まず外形的には、第一期ではほとんどの大学で非常に多
くの「目標」およびそれに対応する「計画」が設けられてい
ました。京都大学でも約 280 項目の「計画」が掲げられて
いました。その本学全体の中期目標・中期計画に加えて、
各部局版の中期目標・中期計画に関しての資料が添付さ
れており、それら全体として文部科学大臣の認可を受け、
第一期中期間を通じてその計画に沿って大学運営が行わ
れてきたわけです。さらに、第一期では各部局名に関し
ても、研究科および附置研究所・センター等すべての名
称が「中期目標・中期計画」に記載してありました。
　これに対して第二期では、52 の目標とそれに付随する
91 の計画で構成された「第二期中期目標・中期計画」に
なっていて、第一期にあったように各部局の「中期目標・
中期計画」が別添資料として含まれているわけではあり
ません。各部局の「かかわり」は、本学の「中期計画」に対
する各部局の具体的な「行動計画」として反映されていま
す。しかも「中期目標・中期計画」に記載されている部局
名は、研究科および「共同利用・共同研究拠点」の認定を
受けた共同利用施設としての附置研究所・センターのみ
です（防災研究所も「共同利用・共同研究拠点」の認定を
受けましたが、これに関してはニュースレター 54 号の
記事を参照ください）。
　以上のように、第一期と第二期では大きな違いがある
のですが、防災研究所では、第一期中期目標・中期計画
を策定した際に設けた「防災研究所の理念」の基本的な部
分を今期も引き継ぎ、本学の「第二期中期目標・中期計画」
に対する防災研究所の「行動計画」を包括した内容の「中
期目標・中期計画」を策定しました。
　以下にその「防災研究所の理念」と「中期目標」を記しま
す。

基本理念
　防災研究所は創設以来、自然科学から人文・社会科学
にわたる災害学理の追求と、防災学の構築に関する総合
的研究・教育に取り組んでいる。地球規模あるいは地域
特性の強い災害と防災に関わる多種多彩な課題に対し
て、災害学理の追求を目指した基礎的研究を展開すると
ともに、現実社会における問題解決を指向した実践的な
研究を実施し、安全・安心な社会の構築に資することを
存立理念とする。世界の安定や持続可能な発展に貢献す
る次世代の人材を育成することを目指す。
　防災研究所が研究・教育などについて掲げる理念は下
記の通りである。
「研究」災害軽減という地域的あるいは地球的課題の研究
命題に、災害学理の追求と防災に関する総合的・実践的
な研究を推進する。
「教育」防災学に関する研究蓄積を基盤に、京都大学の大
学院教育および学部の一翼を担い、豊かな教養と高い人
間性を持ち、地球社会と調和を取りうる人格形成に貢献
する。研究・実践両面において災害軽減に関する国際的

リーダーとなりうる人材を輩出する。
「社会との関係」地域および世界に開かれた研究所とし
て、地域社会や国際社会との連携や知の伝達を図る。
「運営」人権や環境に配慮し、かつ、持続可能な社会との
調和をもって研究所を効率的に運営するとともに、研究・
教育成果に対する説明責任を全うしうる体制を整備す
る。

中期目標
　世界の防災研究の中核的研究拠点として防災学発展の
中枢的役割を果たすべく、以下の特色をもつ研究・教育
活動を実施する。
「研究」
1） 防災に関する我が国唯一の共同利用・共同研究拠点と
して、共同研究、突発災害調査、研究ネットワーク、
災害データベースの構築にリーダーシップを発揮する
とともに、世界の防災研究に関する拠点とし活発な国
際交流を展開する。

2） 災害の変容を見据え、防災に対する指針を導くための
基礎研究を展開することを通じて、災害学理を追求す
る。

3） 社会が切望する核心的な防災ニーズを発見し、それを
学際的体制と複合融合的研究アプローチを通じて解決
する実践的研究を推進する。

「教育（人材育成）」
1） 災害・防災に対する世界中からの高い研究・教育ニー
ズに応えるべく、海外からの留学生・若手研究者を積
極的に受け入れ、共同研究を行う。

2） 国際共同研究拠点として、連携機関の研究者との協力
の下、災害科学・防災学連続セミナーの実施や教材の
整備により、災害と防災に関する最先端の研究者と高
度な専門知識・能力を持つ人材を育成する。

3） 共同利用・共同研究に参画する機関と連携し、若手研
究者育成および実務者教育を推進する。

「社会との関係」
1） 災害や防災に関する専門知識や研究成果を社会に向け
て積極的に発信し、防災に対する国民と社会の理解の
向上を図るとともに、国や地方自治体等の防災施策に
適切な助言を与える。

2） 世界に開かれた共同利用・共同研究拠点として国際研
究交流を推進するとともに、防災研究・教育に関する
国際拠点をめざす。

「運営」
世界に開かれた共同利用・共同研究の拠点として組織・
制度を整え、研究所運営を強化する。また、研究・教育
の活性化を確保するための人材確保手順や研究・教育評
価手順を制度化する。同時に、研究・教育支援体制の充実、
情報公開および情報発信体制のより一層の整備を図る。

　中期計画に関しては「研究」についての 6計画を、「教
育」については 10 計画を、「社会との関係」に関しては 6
計画を、また「運営」に関しては 10 計画を掲げています。
紙面の都合ですべてをここに掲載できませんので、具体
的な内容に関しては防災研究所のホームページに「理念」
「中期目標・中期計画」として掲載してあるので、それを
ご覧いただきたいと思います。

（地震防災研究部門　大志万　直人）
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 野島断層における繰り返し注水実験 
― 兵庫県南部地震から15年間かけて分かったこと ―

　1995 年 1 月 17 日に発生した兵庫県南部地震（気象
庁によるマグニチュード 7.3）では、淡路島北部の野島
断層に沿って、明瞭な地震断層が出現しました。われ
われは、地震発生直後から、野島断層に 3本のボアホー
ル（深さ 1,800m、800m、500mの孔井）を掘削し、地震・
地殻変動等の連続観測や注水実験等の地球物理学的手
法、およびコア試料解析等の物質科学的手法により、
野島断層の回復過程、断層構造と地震発生過程等の研
究を行ってきました（図 1）。これは防災研究所を中心
とする全国大学・研究機関の共同研究で野島断層解剖
計画と呼ばれています。ここでは、野島断層の深部に
水を流し込む実験（注水実験）について紹介します。
　どうして断層に水を入れるのか、不思議に思う方が
多いと思います。これは地震によって破壊を生じた断
層がどれくらい早く元の強さに戻るのかという断層の
回復過程を調べる実験です。兵庫県南部地震では野島
断層に沿って 1.5 ～ 2mのずれを生じ、断層周辺域に
蓄積されていた歪みエネルギーが解放されました。断
層ではそれまで働いていた力が解消されるとともに、
様々なスケールの割れ目により破砕された状態になっ

ています。その後、野島断層は徐々に両側の岩盤がガッ
チリかみ合い（強度を回復し）、断層周辺域に再び歪み
を蓄積し、次の地震発生の準備を始めることになりま
す。このような断層の回復過程を、透水係数の時間変
化を通して検出するために、1997 年から 2009 年にか
けて合計 6回の注水実験を実施しました。
　1回の注水実験では、1,800m 孔口から、約 45 気圧、
500 キロリットル余りの水を 2週間ほどかけて野島断
層近傍の深さ 540mに注入しました（写真）。この高圧
の水が断層周辺に徐々に拡散する過程を、800m孔底に
設置された水圧計と歪計などで測定し、断層近傍での
透水係数を推定しました。得られた結果の一例を図 2
に示します。断層近傍の透水係数が 1997 年～ 2003 年
にかけて約 60%低下し（クラック密度では約 20%の低
下）、2003年以降ほぼ頭打ちとなったことが分かります。
　注水実験以外でも、800m 孔底での潮汐歪の観測
データから周辺岩盤の弾性定数が推定され、1998 年
～ 2004 年にかけてヤング率の増加およびポアソン比
の低下が、上述の透水係数とほぼ同じ時定数で進行し
たことが示されています。また、地表に設置された人
工振動発生装置（アクロス）と 800m孔および 1,800m
孔底地震計の間の地震波速度を測定しており、2000
年～ 2009 年にかけて P波および S波速度が約 0.4%速
くなったことが検出されています。
　以上を総合すると、野島断層では強度回復が急速に
進行し、地震発生後約 10 年間でほぼ一段落したと言
えそうです。兵庫県南部地震の際にすべり量が大き
かった野島断層中央部では回復がさらに早く進行した
可能性も示されています。これらは内陸地震の震源断
層における応力集中・破壊・回復という一連の過程を
解明する上で重要であり、今後、他の内陸地震や活断
層の事例も含めてさらに検討を進める予定です。ここ
では触れませんでしたが、注水に伴う誘発地震の発生
過程や、断層の詳細な不均質構造と地震発生との関係
についても研究が進められています。

（地震予知研究センター　西上　欽也）

図 1　野島断層に掘削された 3本のボアホールと注水地点
　　　（北西 - 南東断面の◉印）

図2　野島断層近傍での透水係数の経年変化
　　　（1997 年に対する相対値）

第6回注水実験の様子（2009年1月～3月）。手前の1,800m
孔口の向こうにポンプと水槽が、また右手に注水制御・デー
タ収録用プレハブと発電機が設置され、遠方の建物は観測室
および人工振動発生装置
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シリーズNOW
 2010年チリ中部地震による紀伊半島の津波被害と対応 

　2010 年 2 月 27 日の現地時間午前 3 時 34 分に南米
チリ中部沿岸でMw8.8 の巨大地震が発生しました。
それによって発生した津波はチリ中部沿岸を襲い、チ
リでは地震によるものも含めて死者 486 名、行方不明
者 79 名を出す災害となりました。この津波は太平洋
を伝播して約 22 時間後に我が国沿岸へ到達し、各地
の津波高は岩手県宮古湾で 2.1m となったほか、北海
道、宮城、茨城、千葉、和歌山、高知、鹿児島、沖縄
で 1ｍを超えるものとなりました。
　このような遠地津波は近地津波に比べて発生頻度が
低く定量的データが少ないため、今後の予報技術の高
精度化に寄与できる津波高分布や来襲メカニズムを明
らかにすること、遠地津波に対する防災対策・対応を
検討することを目的として、全国の津波研究者らによ
り北海道から沖縄までの沿岸各地での現地調査が実施
されました。本稿ではこのうち紀伊半島沿岸部での調
査結果を報告するものです。
　紀伊半島沿岸部では 3月 3日と 4日に、和歌山県は
湯浅町、印南町、みなべ町、田辺市、すさみ町と串本町、
那智勝浦町、三重県は尾鷲市、紀北町と南伊勢町で筆
者と巨大災害研究センターの城下英行（DC3）が調査を
実施しました。調査は来襲した津波の到達高さ、津波
来襲当日の住民・漁民の行動、水産関連被害の発生状
況について、主に漁港周辺の住民・漁民らに対しての
聞き取り調査により実施しました。
　串本町では袋港の検潮所で 90cmの津波が記録され
ました。この周辺から串本漁港にかけての地域での津
波高さは 1mであり、マリーナや漁港の岸壁が浸水し
ましたが、被害はありませんでした。住民によると、
津波の来襲前に一旦は海岸から離れたものの、再び戻
り、最大波を観測した 6時頃に岸壁付近で津波を見て
いた住民もいたとのことでした。この他、三重県尾鷲
市、紀北町でも津波が岸壁を超えて浸水がありました
が、被害はありませんでした。
　三重県南伊勢町阿曽浦では、魚類養殖用筏が破損
し、漁船 1隻が転覆する被害が発生しました。魚類養
殖筏は阿曽浦（内湾）と贄湾（外海）をつなぐ狭窄部の外
海側に設置されていました（写真 1）。当時、狭窄部の
上を通る阿曽浦大橋から養殖筏を監視していた漁民に
よると、第 1波は 10cm程度と小さなものであったが、
第 3波が 90cmと大きく、その後の引き波によって狭
窄部から外海へ出る強い流れによって養殖筏を係留し
ていたロープが破断し、筏の一角が破損しました。後
の調査で、さらに筏を係留していた 5t のアンカーが
沖側へ 30m程流されて 180 度転倒していたことが分
かりました。また漁船は養殖筏に係留していたもの
が、筏の下に潜り込み、巻き込まれる形で転覆しまし
た。同町礫（さざら）浦でも、魚類養殖筏の区画（120m

× 100m程度）が漁港防波堤開口部の外側（五ヶ所湾）
に設置してあり（写真 2）、津波の流れによって破損し、
生け簀施設の網の固定が外れ、網が海面まで上がり、
養殖していた魚類が死滅したり商品価値の損失が発生
し、この区画は筏を全て撤去しました。これらの地
域では 1960 年のチリ津波時にも強い引き波の流れに
よって、真珠養殖筏が沖合に流出する被害が発生して
います。
　漁船の対応を見てみると、和歌山県内では、みなべ
町以北では沖出しをせず、田辺市で大型船のみ沖出し、
すさみ町で一部沖出しし残りを高い岩壁へ係留、串本
町では沖出しし 18 時まで入港を制限するなど漁港に
よって対応は様々でした。特に、三重県内では、今回
の津波では第 1波の到達が予測より遅く、高さも小さ
かったため、津波に備えて一旦は沖出ししたものの、
第 1波の後に帰港したケースが多く、後続の波が大き
くなるのをみて、再度沖出しする危険なケースもあり
ました。各漁港には遠地津波等、比較的時間的余裕が
ある津波に対しての、漁船の待避行動等の判断基準や
待避方法は定められていなく、また、待避のための適
切な情報がなかったため、様々な対応がなされたもの
と考えられます。

（巨大災害研究センター　鈴木　進吾）

写真 1　 一部損壊した魚類養殖筏。手前左側の筏と、その
アンカー、ロープが被災した

写真 2　 魚類養殖筏区画が全滅した礫浦漁港。写真奥右側
の防潮堤開口部外にあった区画が被災した
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　桜島火山は鹿児島県のほぼ中央、鹿児島湾にあり、
日本で最も活動的な火山の 1つです。歴史時代にも、
1471 年～ 1476 年の「文明大噴火」、1779 年の「安永大
噴火」、1914 年の「大正大噴火」のように溶岩流出を伴
う大噴火を繰り返しており、最近では 1946 年に昭和
火口から溶岩を流出させる噴火がありました。
　1955 年からは、桜島南岳火口における山頂噴火活
動が始まり、盛衰を繰り返しながら 55 年が経過した
現在もなお続いています。この活動は 1960 年にピー
クに達した後一度衰退しましたが、1972 年から再び
活発化し、年間に 500 万～ 3,000 万トンの火山灰を放
出する活動が 1992 年頃まで続きました（図 1）。その
後は比較的に噴火活動が静穏化しましたが、水準測
量や GPS 観測等の地盤変動観測の結果から、桜島の
マグマの供給源である姶良カルデラ（桜島の北側の鹿
児島湾）のマグマ溜りでは着々とマグマが貯留されて
おり、次の大規模噴火活動に向けた準備が地下で着々
と進行している状態であることが分かっています。
2006 年 6 月、59 年ぶりに昭和火口の噴火が再開して、
2009 年にはその爆発回数が 600 回近くにのぼるなど、
活動が次第に激化する傾向が見られます（図 1）。爆発
が発生すると大きな噴石が１km以上飛散したり、火
砕流（熱雲）が流下することもあります。
　京都大学では大学の国内各拠点にライブカメラを設置
し、リアルタイムのライブ映像をインターネットで配信
する事業を進めており、その 1拠点として 2010 年 3 月
より防災研究所附属火山活動研究センターにカメラを設
置しました。映像は京都大学のトップぺ―ジのライブカ
メラから、リアルタイムで配信されています。
（http://www.kyoto-u.ac.jp/ja/profile/intro/photo/
webcam/index.htm）

　ライブカメラは桜島西部にある桜島火山観測所本館
と桜島東部にある黒神観測室の 2箇所に設置されてお
り、桜島の活動を東西両方向から見ることが出来ます。
現在活発に噴火している昭和火口は南岳の東斜面 9合
目付近にあり、黒神観測室のカメラから良い条件で観
察することが可能です（図 2）。カメラは 1回につき 20
秒間、カメラ制御権を得ることができ、ズームや画角
の変更をインターネット上から自由に行うことが出来
ます（図 3）。インターネットの環境があれば、一般の
方も誰もが見ることができます。我々が普段研究対象
としている火山活動の日々刻々の変化を実際に見て、
多くの方々に火山噴火の実態を理解していただくとと
もに、我々の行っている研究を知っていただく機会に
なればと考えています。

（火山活動研究センター　山本　圭吾）

図 1　 桜島火山の山頂噴火活動における、年間降下火山灰
量と年間爆発回数の推移

図 2　 黒神観測室に設置されたライブカメラからの映像例。
画像中央部付近に現在活発に爆発を繰り返している
昭和火口が良く見える

図 3　 黒神観測室に設置されたライブカメラからの映像例
（昭和火口付近のクローズアップ画像）

 火山活動研究センター桜島火山観測所に設置されたライブカメラについて 
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　平成 22 年 3 月 1 ～ 2 日に日経カンファレンスホー
ル（東京都千代田区大手町）にて、“KU-JICA Joint 
Symposium on Human Security Engineering -Human 
Security and Related Capacity Development-”を開催
しました。本シンポジウムは、グローバル COEプロ
グラム「アジア・メガシティの人間安全保障工学拠点」
（代表：松岡譲工学研究科教授）が主催し、「都市の人
間安全保障工学」の確立を目指したものです。
　シンポジウム初日は、4件の基調講演が行われまし
た。最初は大島賢三氏（国際協力機構（JICA）副理事長）
から、JICAの考える「人間の安全保障」について講演
がありました。次いで、Belinda Yuen教授（シンガポー
ル国立大学）からは、都市の中の人間の生活性、健全
性という観点から包括的な都市政策について講演があ
り、続いて竹内佐和子教授（工学研究科）からは、都市
の脆弱性を下げるための病院に基づくコミュニティ概
念について、藤井聡教授（工学研究科）からは、アジア
で働くエンジニアの実例を踏まえた、利他主義、国家
主義の観点からの土木教育のあり方についてそれぞれ
講演がありました。
　２日目はインド財務省のGautam Ray 教授より、都

市の開発と安全保障のパラダイムに関して基調講演が
行われました。続いて、本 GCOE-HSE の海外活動・
連携拠点であるシンガポール、バンコク、バンドンよ
り活動報告が行われました。参加者は二日間で約 200
名を数え、アジア各国からの講演者・関係者の参加も
あり、各国の取り組み事例や課題等をはじめとして、
大変活発な議論が行われました。

（GCOE-HSE 特定助教　吉田　護）
（社会防災研究部門　多々納　裕一）

大島賢三 JICA 副理事長による基調講演

　防災研究フォーラム第 8 回シンポジウムを、平成
22 年 3 月 20 日に京都大学宇治キャンパス・宇治おう
ばくプラザ内きはだホールにおいて開催しました。参
加者は約 70 名でした。フォーラムのテーマは、「気候
変動と激甚化する自然災害」というもので、気候変動
対応へ向けた強い意気込みを込めたものです。　
　フォーラムは、岡田憲夫教授（防災研究所所長、防
災研究フォーラム代表）による開会挨拶によりスター
トしました。講演セッションは、「第 1部　地震・津
波による激甚災害調査報告」と題して 2件の講演、「第
2部　風水害に関わる激甚災害調査報告」と題して 5
件の講演とともに、「第 3部　気候変動に伴う極端現
象に関する研究・教育プログラム」として、気候変動
に対する防災教育に関する活動を行っている研究者か
らの講演もありました。合わせて 10 件の講演と 1件
の報告が行われました。
　フォーラム終了後、同プラザ 2Fのレストランにお
きまして懇親会を行い、多くのフォーラム参加者が参
加しました。新旧の防災研究フォーラム代表の挨拶や
講演者・参加者の情報交換を含め、楽しい時間を過ご
しました。

________________________________________________
※  防災研究フォーラムは、文部科学省科学技術・学術審議
会「防災分野の研究開発に関する委員会」の提言を受けて
2003 年に設立され、京都大学防災研究所、東京大学地震
研究所、独立行政法人防災科学技術研究所の 3機関が輪
番制で事務局を務めている組織です。

（流域災害研究センター　竹林　洋史）

 防災研究フォーラム第8回シンポジウム 
－気候変動と激甚化する自然災害－

鬼頭昭雄気象庁気象研究所気候研究部部長の講演の様子

研究集会
 人間安全保障工学に関する京都大学 -JICAジョイントシンポジウム 

－人間安全保障とキャパシティ・ディベロップメント－
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 「耐震補強効果の定量的把握に関するワークショップ」および「全国主要都市の予測強 
 震動データベース作成とそれによる被害リスク評価に関する研究集会」合同研究会 

　平成 22 年 3 月 1 日～ 2 日に、宇治おうばくプラザ
セミナー室４・５において、「耐震補強効果の定量的
把握に関するワークショップ」および「全国主要都市の
予測強震動データベース作成とそれによる被害リスク
評価に関する研究集会」合同研究会を開催いたしまし
た。ワークショップは本研究所防災研究推進特別事業
（課題名：観測データに基づいた耐震補強の有効性に
関する実証的研究、代表者：川瀬博）によるもので、
研究集会は、科学研究費補助金により開催しました。
2日間で延べ 38 名の研究者・実務者・学生が参加し
ました。
　1日目は、特別事業費による研究成果の報告と耐震
および強震動予測に関する最新の研究についての話題
提供がありました。内容は、震源・伝播経路・サイト
特性・地盤―構造物相互作用・建物応答と地震発生か

ら建物被害に至るまでのプロセス全般に渡り、横断的
な議論が活発に行われました。2日目には、科学研究
費補助金による研究プロジェクトの経過報告を行いま
した。午前中は「設計用入力地震動作成のための強震
動予測手法の適用と検証」で行われている計算手法の
相互検証では、良好な結果が得られていることが報告
されました。また、多くの手法を相互に比較すること
で計算手法の理解が高まりました。午後は「全国主要
都市の予測強震動データベース作成とそれによる被害
リスク評価」の成果報告と今後の予定について議論し
ました。科学研究費補助金プロジェクトでは、成果の
発信を行うとともに外部の研究者・実務者との議論か
らフィードバックが得られるように、次年度以降も研
究集会を開催することを確認し閉会しました。

（社会防災研究部門　松島　信一）

会場での質疑応答の様子

２日目終了後の集合写真
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 「災害を観る7」ワークショップ 

　巨大災害研究センターでは、1998 年から 2 年に 1
回「災害を可視化する」をキーワードに、災害・防災研
究における「可視化」に関する様々な事例について共有
することを目的としたワークショップを開催していま
す。今回、第 7回目となる「災害を観る 7」を、2010 年
3 月 2 日～ 3日にかけてキャンパスプラザ京都におい
て開催しました。大学、企業、自治体から約 60 人が
参加し、活発な議論が行われました。
　このワークショップは、座長がコーディネーション
を行いその分野における新しい試みを紹介するコー
ディネーションセッションと公募セッションから構成
されています。コーディネーションセッションでは
「ユビキタス社会の新技術」（座長：東田光裕・NTT環
境エネルギー研究所）、「災害対応」（座長：田中聡・富
士常葉大学）、「ハイパフォーマンスコンピューティン
グ（HPC）と減災」（座長：越村俊一・東北大学）、「GIS
の新たな試み」（座長：中谷友樹・立命館大学）、「2007
年新潟県中越沖地震の災害対応とGIS」（座長：田村圭
子・新潟大学危機管理室）という 5つのテーマについ
て最新の「可視化の取り組み」が紹介されました。また、
公募セッションでは 2件の災害の可視化に関わる取り
組みが報告されました。

　1日目のセッションでは、企業・大学で開発されて
いる最先端技術を使った取り組みが紹介され、直前に
発生したチリ津波のシミュレーション結果についても
報告が行われました。2日目のセッションでは主とし
て自治体の取り組みが報告され、2007 年新潟県中越
沖地震におけるGISを活用した災害対応や通常業務へ
のGIS の活用方法の模索などが紹介されました。本シ
ンポジウムの成果は報告書としてまとめられておりま
すので、関心のある方は巨大災害研究センターにお問
い合わせください。
http://www.drs.dpri.kyoto-u.ac.jp/top.html

（巨大災害研究センター　牧　紀男）

講演に対する活発な質疑応答

 地球温暖化の影響の水文・水理学的手法に関する国際ワークショップ 

　2010 年 3 月 16 日、宇治おうばくプラザきはだホー
ルにて、国内外から 90 名の参加者を得て「地球温暖
化の影響の水文・水理学的手法に関する国際ワー
クショップ（International Workshop on Impacts of 
Global Warming from Hydrologicaland Hydraulics 
Issues）」が開催されました。水関連分野の温暖化影響
評価に関わる 5つのテーマを設定し、全て招待講演で
国際水工学会（IAHR）と防災研究所からそれぞれ代表
1名を出す形式でワークショップが構成されました。
5つのテーマとは、流出、土砂、環境、氾濫、沿岸災
害です。各分野でのこれまでの取り組みや現在進行中
のプロジェクトの紹介があり、影響評価に使用する全
球気候モデル（GCM）出力値の不確実性や要求精度（解

像度）、融雪の早期化、流域条件や社会経済条件の将
来シナリオ、観測体制、無償の解析ソフトの開発、異
分野間のモデル結合の必要性（可能性）などが議論され
ました。最後のパネルディスカッションでは、各専門
分野（気候変動予測、雪氷、土砂生産など）と取り組む
べき課題（水資源管理、土砂災害など）をマトリックス
表示し、それぞれの問題に対してどの分野が連携でき
るか、それぞれの分野がどの問題に関連するかの整理
が試みられました。これを一つのきっかけとして、今
後様々な分野での連携をより一層強化していくことが
確認されました。

（水資源環境研究センター　田中　賢治）

ワークショップ参加者の集合写真（きはだホールにて）
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平成22年度共同研究・研究集会

―一般共同研究

 研　究　課　題 （研究年度） 研究代表者
（研究代表者の所属機関）

所内担当者
（研究部門・センター）

自然災害リスク下でのグローバルな重要社会基盤のリスクガバナンス戦略に
関する国際共同研究 （22・23）

谷口　栄一
（工学研究科）

岡田　憲夫
（巨大災害研究センター）

振動台再現可能振動数帯域の飛躍的増大をめざす振動台実験手法の開発
 （22・23）

梶原　浩一
（兵庫耐震工学研究センター）

中島　正愛
（地震防災研究部門）

地動雑音を使用した地震波速度不連続面とその時間変化検出の試み
 （22・23）

平原　和朗
（理学研究科）

大見　士朗
（地震防災研究部門）

強風時を対象とした大気・海洋相互作用観測プロジェクト （22・23） 木原　直人
（㈶電力中央研究所）

森　信人
（気象・水象災害研究部門）

台風接近時の強風被害予測技術と防災・減災のための準備手順の開発
 （22・23）

前田　潤滋
（九州大学大学院人間環境学研究院）

丸山　敬
（気象・水象災害研究部門）

極端な豪雨時に砂質土の流動化を引き起こす過剰な間隙圧の変動特性
 （22・23）

岡田　康彦
（独立行政法人森林総合研究所）

福岡　浩
（斜面災害研究センター）

ミューオン・ラジオグラフィーと高品位重力連続観測で、桜島火山体内マグ
マ移動を視る （Ⅱ） （22・23）

大久保　修平
（東京大学地震研究所）

山本　圭吾
（火山活動研究センター）

InSAR解析による地震に誘発された地すべりの検出 （22） 國生 　剛治
（中央大学理工学部）

松波　孝治
（地震災害研究部門）

最新の予測強震動による液状化地盤において杭基礎の崩壊による高層建築物
の倒壊の可能性の検討 （22・23）

木村　祥裕
（長崎大学工学部）

田村　修次
（地震災害研究部門）

都市域の強風シミュレーションに関する研究 （22・23） 田村　哲郎
（東京工業大学大学院総合理工学研究科）

河井　宏允
（気象・水象災害研究部門）

冬季対流圏における異常気象発生に対する成層圏突然昇温の影響とその予測
 （22・23）

廣岡　俊彦
（九州大学大学院理学研究院）

向川　均
（気象・水象災害研究部門）

造構環境と断層地盤微細構造の解析に基づく潜在断層の地震危険度評価に関
する包括的研究 （22）

金折　裕司
（山口大学大学院理工学研究科）

遠田　晋次
（地震予知研究センター）

防災考古学の構築と展開　－京都・近江盆地における発掘調査成果を例に－
 （22）

中塚　良
（財団法人向日市埋蔵文化財センター）

釜井　俊孝
（斜面災害研究センター）

巨大空間における火災時の煙流動シミュレーション技術の開発 （22） 原田　和典
（工学研究科）

田中　哮義
（社会防災研究部門）

豪雨時の降雨浸透に伴う土の飽和度上昇による砂質斜面のせん断変形と流動
化 （22）

笹原　克夫
（高知大学教育研究部）

福岡　浩
（斜面災害研究センター）

山崎断層系の地震発生深度から地表までの３次元比抵抗構造の解明 （22） 山口　覚
（大阪市立大学理学部）

大志万　直人
（地震防災研究部門）

「満点計画」（次世代型稠密地震観測）と連動した防災教育手法の確立 （22） 舩木　伸江
（神戸学院大学防災 · 社会貢献ユニット）

矢守　克也
（巨大災害研究センター）

流域の治水・水質・環境安全バランスに果たす河川横断構造物の役割に関す
る研究 （22）

石塚　 正秀
（香川大学工学部）

張　　浩
（流域災害研究センター）

桜島火山における反復人工地震実験によるマグマ移動の経時追跡研究 （22） 筒井　智樹
（秋田大学工学資源学部）

井口　正人
（火山活動研究センター）

―萌芽的共同研究

 研　究　課　題 （研究年度） 研究代表者
（研究代表者の所属機関）

所内担当者
（研究部門・センター）

災害の「経験からの学習」によるイノベーションを考慮した経済成長モデルの
開発 （22）

横松　宗太
（巨大災害研究センター）

横松　宗太
（巨大災害研究センター）

インド亜大陸北東部における竜巻による被害実態現地調査 （22） 山根　悠介
（常葉学園大学教育学部）

林　泰一
（流域災害研究センター）

韓国の地域コミュニティにおける四面会議システムを用いた参加型防災活動
実践計画づくりワークショップアプローチの提案 （22）

羅　貞一
（工学研究科（博士課程学生））

岡田　憲夫
（巨大災害研究センター）

掲示板
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―一般研究集会

 研 究 集 会 名 開催予定日：下段 研究代表者
（研究代表者の所属機関）

所内担当者
（研究部門・センター）

自然災害に関するオープンフォーラム2010
　（孤立集落の防災を考える～自助・共助・公助の実現化に向けて） 能島　暢呂

（岐阜大学工学部）
多々納　裕一

（社会防災研究部門）
平成22年9月15日

地学教育の現状とその改革　－防災知識の普及に向けて－ 竹本　修三
（国際高等研究所）

飯尾　能久
（地震予知研究センター）

平成22年9月1日、2日

土砂生産・輸送プロセスに基づいた山地流域からの土砂流出量の長期変動予
測と対策　－流域内の貯留土砂量の変化が及ぼす影響－ 堀田　紀文

（東京大学大学院農学生命科学研究科）
藤田　正治

（流域災害研究センター）
平成22年9月26日
水資源マネジメントと法制度
　－総合水管理施策の実装に向けて－ 磯村　 篤範

（島根大学大学院法務研究科）
堀　智晴

（水資源環境研究センター）
平成22年8月30日～9月10日の間の1日を予定

地震・火山噴火予知のための地球電磁気学の新展開：
　3次元構造探査とモニタリング 小川　康雄

（東京工業大学火山流体研究センタ―）
大志万　直人

（地震防災研究部門）
平成23年2月21日～22日

台風などの強風の予測と災害発生機構の解明および低減策に関する研究集会 白土　博通
（工学研究科）

林　泰一
（流域災害研究センター）

平成22年11月 18日、19日

2000年鳥取県西部地震　日野町震災シンポジウム３
　あれから10年、住まいと暮らしは 西田　良平

（放送大学鳥取学習センター）
松波　孝治

（地震災害研究部門）
平成22年10月 2日

GIS Landslide 研究集会 井口　隆
（防災科学技術研究所）

千木良　雅弘
（地盤災害研究部門）

平成22年10月 2日

河口閉塞　～河口部における土砂堆積モニタリングと長期予測～ 西田　修三
（大阪大学大学院工学研究科）

武藤　裕則
（流域災害研究センター）

平成22年11月 15日、16日

災害科学を基盤とした地域防災活動に関する総合討論会 牛山　素行
（静岡大学防災総合センター）

矢守　克也
（巨大災害研究センター）

平成22年12月（日は未定）

―短期滞在型共同研究

 研　究　課　題 研究期間：下段 研究代表者
（研究代表者の所属機関）

所内担当者
（研究部門・センター）

岩盤河床の侵食プロセスと河床変動特性 泉　典洋
（北海道大学大学院工学研究科）

竹林　洋史
（流域災害研究センター）

平成22年9月13日～29日

―長期滞在型共同研究

 研　究　課　題 研究期間：下段 研究代表者
（研究代表者の所属機関）

所内担当者
（研究部門・センター）

高精度地震時地すべり危険度評価手法の開発と実用化 Maurice James McSaveney
（ ニュージーランド地質·核科学研究所）

王　功輝
（斜面災害研究センター）

平成22年10月 1日～11月 15日

―重点推進型共同研究

 研　究　課　題 （研究年度） 研究代表者
（研究代表者の所属機関）

所内担当者
（研究部門・センター）

突発災害時における初動調査体制拡充および継続的調査研究支援システムの
試行 （22）

矢田部　龍一
（愛媛大学大学院理工学研究科）

間瀬　肇
（気象・水象災害研究部門）

多分野の研究者との連携およびステークホルダーとの協働による新たな総合
的災害観測・調査・防災研究推進の枠組みに関する検討 （22）

矢田部　龍一
（愛媛大学大学院理工学研究科）

西上　欽也
（地震予知研究センター）



18

平成21年度学会賞等の受賞一覧（受賞日順）

受賞者（教職員） 受賞内容 受賞日

利根川　貴志・平原　和朗
澁谷　拓郎・汐見　勝彦 平成20年度日本地震学会論文賞 平成21年 5 月17日

安井　真也・高橋　正樹
石原　和弘・味喜　大介 日本火山学会論文賞第10号 平成21年 5 月18日

Sri HIDAYATI
石原　和弘・井口　正人 日本火山学会論文賞第11号 平成21年 5 月18日

Ripendra Awal Young Researchers Award （IS-Kyoto 2009） 平成21年 5 月27日

三村　衛 平成20年度地盤工学会論文賞 平成21年 5 月28日

井合　進 平成20年度土木学会技術開発賞 平成21年 5 月29日

戸田　圭一 平成21年度河川整備基金助成事業優秀成果（河川環境管理財団） 平成21年 9 月30日

田中　哮義 Fellow, Society of Fire Protection Engineers 平成 21年 10月 19日

田中　哮義 Sjolin Award, Int'l Forum of Fire Res. Directors 平成 22年 1 月 4 日

受賞者（学生） 受賞内容 受賞日

湯川　誠太郎
（MC1, 防災社会システム研究分野） 都市計画学会関西支部 第 7回研究発表会奨励賞 平成21年 7 月25日

伊藤　彰吾
（MC1, 地盤防災解析研究分野） 平成21年度第44回地盤工学研究発表会優秀論文発表者賞 平成21年10月 21日

大野　　洋
（MC2,暴風雨・気象環境研究分野） 2010年日本風工学会優秀修士論文賞 平成22年 3 月 2 日

伊藤　宏記
（MC2, 流域圏観測研究領域） 2010年日本風工学会優秀修士論文賞 平成22年 3 月 2 日

上田　恭平
（DC3, 地盤防災解析研究分野）

Best Presentation Awards for Young Researchers
（7th CUEE & 5th ICEE Joint Conference） 平成22年 3 月 5 日

―拠点研究

 研　究　課　題 （研究年度） 研究代表者
（研究代表者の所属機関）

地すべり変動の動的観測体制の構築 （22） 釜井　俊孝
（斜面災害研究センター）

日本―ニュージーランド内陸地震研究ネットワークの構築
　―代表的な沈み込み帯における比較研究― （22）

飯尾　能久
（地震予知研究センター）

大加速度・速度の強震動の生成と地震被害に関する総合研究 （22） 岩田　知孝
（地震災害研究部門）

国際防災技術情報基盤データベースによる防災教材の作成に関する研究 （22） 寶　　馨
（社会防災研究部門）

南アジアにおける災害発生環境と機構に関する調査研究
　―インド北東部、バングラデシュ、アッサム、メガラヤのサイクロン、洪水災害を中心として （22）

林　泰一
（流域災害研究センター）

強震時のダム湖縁辺地すべり地の危険度評価 （22） 松波　孝治
（地震災害研究部門）

建築・都市火災性状に関する縮尺模型実験手法の開発 （22） 田中　哮義
（社会防災研究部門）

―特定研究集会

 研 究 集 会 名 開催予定日：下段 研究代表者
（研究代表者の所属機関）

第６回ラプラタ川流域ワークショップ 山敷　庸亮
（ラプラタ川流域環境ネットワーク）

平成23年3月16日～22日
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新スタッフの紹介

地盤災害研究部門　教　授　松
まつ

　浦
うら

　純
すみ

　生
お

　平成22年 4月１日付けで、独立行政法人森林総合研究所から地盤災害研究部門傾斜地保全研究分野
の教授として着任いたしました。森林総合研究所では25年間にわたり、災害現場における観測や調査
を基礎として、崩壊や地すべりなどに関する研究開発に従事してきました。この間、2回ほど林野庁に
出向し、研究者とは異なる視点で国民の安心・安全を確保するための防災研究の社会的な意義や責任、
重要性などについて考える経験を積んでおります。
　この10年の間に日本は多数の激甚な斜面災害に見舞われました。特に2008年には岩手・宮城内陸
地震によって巨大な地すべりが発生したのに加え、従来の通説をくつがえし長距離を流下した岩盤崩壊

等が発生したことは記憶に新しいところです。また、2004年とその翌年には台風や豪雨によって、大規模な崩壊や土石流災
害が多発しました。一方、「豪雨＋地震」や「地震＋降雨 or 融雪」などの複合型災害が注目され、それらの相互作用を明らかにす
る必要性も高まっています。
　防災研究所ではこれまでの経験を活かし、温暖化に伴う降雨や降雪パターンの変化が斜面災害の危険度に及ぼす影響評価や
地震動による崩壊及び地すべりの発生メカニズム等の研究開発に取り組んでいきたいと思います。その際、研究成果の「見える
か」や社会還元について配慮することは言うまでもありません。また、各分野の専門家の方々と連携を図りながら次世代の人材
育成を進め、防災研究の深化と発展のために微力ながら貢献したいと考えていますので、よろしくお願い申し上げます。

流域災害研究センター　助　教　宮
みや

　田
た

　秀
しゅう

　介
すけ

　平成22年4月1日付けで流域災害研究センター流砂災害研究領域の助教として着任しました。学部・
修士・博士と京都大学農学部・農学研究科の山地保全学分野にて学んだ後に、学術振興会特別研究員（京
都大学）、非常勤研究員（名称は期間により様々；東京農工大）として3年間研究生活を送ってきました。
これまでは主に、山地・森林流域での水流出に関する研究に携わり、管理放棄された人工林での水流出
過程とそれに伴う表面土壌侵食、森林管理による水流出過程への評価手法開発などを行ってきました。
　防災研究所では、長い土砂生産・流出観測の歴史を持つ穂高砂防観測所とも連携をとりながら研究を
進めていきたいと考えています。これまでの私の主な研究テーマであった水流出などの現場観測の経験

を活かしつつ、研究対象を水から土砂へ、研究領域を山地源流域から下流側に広げ、フラッシュフラッド（鉄砲水）や流砂系と
しての土砂生産・移動などに関する研究を行い、水・土砂災害の軽減に少しでも貢献できるよう微力ながら努力していく所存
です。

流域災害研究センター　教　授　平
ひら

　石
いし

　哲
てつ

　也
や

　国土交通省所管の（独法）港湾空港技術研究所を退職し、平成22年4月1日付で流域災害研究センター
沿岸域土砂環境研究領域教授として着任いたしました。防災研究所は学部・修士卒業以来、27年ぶりに
なります。黄檗の本館が耐震補強工事のために見違えるほど近代的になっていること、宇治川オープン
ラボラトリーに全天候性の大型実験棟が4つも建っていることなど、施設面だけでもこの四半世紀間の
防災研究所の発展には目覚ましいものがあります。創立60周年を迎えようとする防災研究所のさらな
る発展に貢献できるよう、微力ながら尽力いたします。
　港湾空港技術研究所では、おもに海の波の変形や海洋構造物の耐波性能に関する研究、沿岸部におけ

る津波・高潮対策に関する研究に従事してきました。この間、災害現場では海岸の堤防や護岸が海からの水の力に押されて陸
側へ倒れるのではなく、海側へ崩れ落ちている現象をたびたび観察することができました。これは埋立地の護岸や海岸堤防の
安定性が、津波・高潮・高波による海からの外力だけでなく、地盤の強さによっても大きく影響を受けるためと思われます。
防災研究所では、水際の地盤の特性についても勉強し、災害に強い街づくりに役立つ研究・教育活動を行っていきたいと考え
ています。

技術室　地震予知研究センター宮崎観測所　小
こ

　松
まつ

　信
しん

太
た

郎
ろう

　皆様初めまして、平成22年 4月 1日付けで防災研究所技術室配属になりました小松信太郎です。勤
務地は地震予知研究センター宮崎観測所になります。
　大学では機械加工、機械設計、CAD/CAM、機械制御を専攻し、卒業研究では短周期の自然電磁場計
測機器の設計製作、AUV（自立型海中ロボット）の設計製作を行っていました。大学で学んだことを活かし、
幅広い知識と技術を持った技術職員を目指して、勤務していきたいと思います。また積極的に質問をして、
自分の弱点とする部分を克服すると共に、自ら進んで新たな分野の知識の習得を心がけ、観測や機器設
計開発などの業務を遂行していこうと思っております。

　最後になりましたが、分からないことが多く、皆様にご迷惑をおかけすることもあると思いますが、一生懸命頑張りますので、
宜しくお願いします。
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　新緑が眩しい季
節となりました。
本号では特集とし
て、今年 1 月に
発生した第 2 山
田丸海難事故と
ハイチ地震につい
ての解析結果報告
を取り上げまし

た。後を絶たない海難事故や巨大地震の被害軽減のために
は、このような調査・研究の積み重ねが重要だと思います。
イベント紹介では2月に開催しました平成21年度研究発
表講演会の模様をお伝えしています。今回初めて研究発表
講演会奨励賞を設けましたが、受賞の有無に関わらず、若
手研究者のフレッシュな才気の輝きを見ることができまし

た。今後も様々な現場で研鑽の成果を発揮してくれること
でしょう。またシリーズNOWで紹介しましたように、京
都大学の新しい取り組みとして、インターネットで見るこ
とができるライブカメラが設置されました。桜島観測所な
ど本学の拠点施設の様子を、是非リアルタイムでご覧くだ
さい。次号も一般の方々に親しみやすい、最新の研究調査
活動報告をお届けしてまいりたいと思います。（KI）

編集後記

―転入等
〈平成22年4月1日付〉
［採用］

松
まつうら

浦　純
すみ

生
お

 教　授　地盤災害研究部門
（←（独）森林総合研究所水土保全研究領域長）

平
ひらいし

石　哲
てつ

也
や

 教　授　流域災害研究センター
（←（独）港湾空港技術研究所海洋・水工部長）

宮
みや

田
た

　秀
しゅうすけ

介 助　教　流域災害研究センター
（←東京農工大学農学府・農学部特別研究員）

小
こ

松
まつ

 信
しん

太
た

郎
ろう

  技術室　地震予知研究センター宮崎観測所

［併任］

河
かわ

井
い

　宏
ひろまさ

允 技術室長
（気象・水象災害研究部門教授）

［昇任］

坂
ばん

　　靖
やすのり

範 技術室企画情報技術グループ長

［再雇用］

吉
よし

田
だ

　義
よしのり

則 技術室　宇治川オープンラボラトリー

藤
ふじわら

原　清
せい

司
じ

 技術室　宇治川オープンラボラトリー

〈平成22年5月1日付〉
［昇任］

澁
しぶたに

谷　拓
たく

郎
お

　教　授　地震予知研究センター　
（←同センター准教授）

［採用］

山
やまざき

﨑　健
けんいち

一　助　教　地震予知研究センター
（←北海道大学地震火山研究観測センター非常勤研究員）

安
やすだ

田　成
なり

夫
お

　 特定教授　社会防災研究部門　防災公共
政策研究分野（国土技術研究センター）
（←（独）水資源機構ダム事業部次長）

―転出等
〈平成22年3月31日付〉
［定年退職］

川
かわさき

崎　一
いちろう

朗 教　授　地震予知研究センター

関
せきぐち

口　秀
ひで

雄
お

 教　授　流域災害研究センター

柳
やなぎだに

谷　　俊
たかし

 准教授　地震予知研究センター

諏
す わ

訪　　浩
ひろし

 准教授　地盤災害研究部門

大
おお

谷
や

　文
ふみ

夫
お

 助　教　地震予知研究センター

吉
よし

田
だ

　義
よしのり

則 技術室長

藤
ふじわら

原　清
せい

司
じ

 技術室機器運転技術グループ長

［辞職］

汪
おう

　　発
はつ

武
ぶ

 助　教　斜面災害研究センター
（→島根大学准教授）

鈴
すず

木
き

　崇
たかゆき

之 助　教　 流域災害研究センター白浜海
象観測所

（→横浜国立大学准教授）

［再雇用任期満了］

平
ひら

野
の

　憲
のり

雄
お

  技術室　地震予知研究センター北陸観測所

人事異動
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